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１．計画策定の背景と趣旨 

 守谷市では，平成１７年３月に男女がお互いの人権を尊重し，責任を分かち合い，

性別にかかわりなく個性と能力を十分に発揮することができる社会の実現に向けて，

「守谷市男女共同参画推進計画（基本計画と前期実施計画）」を策定し，子育て支援

事業や高齢者福祉事業などを含む関連事業を推進するとともに，男女共同参画推進

条例の制定，都市宣言の実施などに積極的に取り組んでまいりました。また，『協

働のまちづくりの推進』の一環として，市民活動を支援し，男女共同参画推進事業

に市民企画を採用するなど，市民の知恵と力を活用する取り組みを展開してまいり

ました。 

 計画策定から５年が経過し，この間，国においては，「配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護に関する法律」（以下，「ＤＶ防止法」という。※）や男女雇用機会

均等法をはじめとする関連法令の改正などが行われ，「男女共同参画社会基本法」

（以下，「基本法」という。）に基づき，「男女共同参画基本計画（第２次）」が策

定されました。 

 また，少子・高齢化の進行，経済情勢・雇用情勢の変化など，人々を取り巻く環

境も大きく変化しています。 

 これら社会情勢の変化を勘案し，これまでの前期実施計画での取り組みを踏まえ，

このたび，平成２２年度から平成２６年度までの施策の取り組みを掲げた後期実施

計画を策定しました。 

 

※ 配偶者からの暴力防止及び被害者の保護に関する法律（ＤＶ防止法） 

 配偶者からの暴力に係る通報，相談，保護，自立支援等の体制を整備し，配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護を図ることを目的とする法律。 

 

 

２．計画の策定方法 

 この計画策定にあたっては，庁内各課の職員で構成する『守谷市男女共同参画推

進会議検討会』から前期実施計画における取り組み状況及び今後の課題等に関する

ヒアリングを行い，具体的事業を設定しました。 

また，市民・事業者主体の『守谷市男女共同参画推進条例検討会』からの意見を聴

取し，｢市民・事業者の皆さんの取組｣を設定しました。 

最終的には『守谷市男女共同参画推進委員会』での審議を経て，パブリックコメン

トを実施し，意見の集約を行いました。 
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３．計画の位置付け 

 この計画は，「守谷市男女共同参画推進計画（後期実施計画）」と称し，「守谷市男

女共同参画推進条例」第８条に規定される基本計画とします。 

 この計画策定にあたっては，国の「男女共同参画基本計画（第２次）」及び県の「茨

城県男女共同参画基本計画」などを踏まえるとともに，「守谷市総合計画 後期基本

計画」をはじめとする各分野の計画との整合性を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．計画の期間 

 「守谷市男女共同参画推進計画」の期間は，平成１７年度から平成２６年度まで

の１０年間とし，この後期実施計画の期間は，平成２２年度から平成２６年度まで

の５年間とします。 

 

H17 

2005 

年度 

H18 

2006 

年度 

H19 

2007 

年度 

H20 

2008 

年度 

H21 

2009 

年度 

H22 

2010 

年度 

H23 

2011 

年度 

H24 

2012 

年度 

H25 

2013 

年度 

H26 

2014 

年度 

          

          

 

 

 

守谷市総合計画（基本構想） 

守谷市総合計画（基本計画） 

守谷市男女共同参画推進計画 

その他関連計画 

（各施策の個別計画） 

○次世代育成支援対策行動計画 

○介護保険事業計画・高齢者福祉計画 

○障害者福祉総合計画 

○健康もりや・健やか親子21計画 など 

後期実施計画 

基本計画 

前期実施計画 
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５．前期実施計画の進捗状況 

前期実施計画の進捗状況（平成２０年度末）は次のとおりです。 

 

＊＊＊ 目標（基本目標）に対する達成度 ＊＊＊ 

１＝かなり進んでいる（８０％）               

２＝ある程度は進んでいる（６０～７０％）          

３＝どちらとも判断できない（４０～５０％・法定受託事務など） 

４＝あまり進んでいない（１０～３０％）           

５＝まったく進んでいない（実施していない）         

進 捗 状 況 ・ 評 価 
計 画 内 容 

１ ２ ３ ４ ５ 
事業数計 

基本目標１ ● 男女の人権の尊重と男女平等意識の確立 １３ １５ １５  １ ―  ４４ 

主要課題１ 男女共同参画を推進する教育・学習の充実  ５  ７  ５  １ ―  １８ 

主要課題２ 男女共同参画の理解の促進と意識の改革  ６  １  ３ ― ―  １０ 

主要課題３ 男女間におけるあらゆる暴力の根絶  １  ６  ４ ― ―  １１ 

主要課題４ メディアにおける人権の尊重  １  １  ３ ― ―   ５ 

基本目標２ ● あらゆる分野への男女共同参画の推進 １８ １３  ８  ３  １  ４３ 

主要課題１ 政策・方針決定の場への女性の参画促進  ２  ４  ３  ２  １  １２ 

主要課題２ 家庭生活・地域社会における男女共同参画の促進 １０  ８  ３  １ ―  ２２ 

主要課題３ 国際社会への参画  ６  １  ２ ― ―   ９ 

基本目標３ ● 雇用の場における男女平等の推進 １３ １２  ２  ４ ―  ３１ 

主要課題１ 雇用の場における男女平等の推進  ３  ２ ―  １ ―   ６ 

主要課題２ 職場生活と家庭生活の両立支援  ８  ５  １  ３ ―  １７ 

主要課題３ 多様な働き方への支援  ２  ５  １ ― ―   ８ 

基本目標４ ● 健康で安心して暮らせる生活環境の整備 ３９ ２７ １１  １ ―  ７８ 

主要課題１ 子どもが健やかに育つ環境整備 １８  ７  ２ ― ―  ２７ 

主要課題２ 一生涯の健康づくり  １  ８  ８ ― ―  １７ 

主要課題３ 高齢者，障害者等に対する自立支援 ２０ １２  １  １ ―  ３４ 

市職員を対象とした事業  １ ―  ２  ３  １   ７ 

合  計 ※全１７８事業（＋再掲２５事業） ８４ ６７ ３８ １２  ２ ２０３ 

 

 前期実施計画の重点課題６項目の取り組み状況に関しては，次のとおりです。 

重 点 課 題 実 施 状 況 

①拠点機能のあり方の検討・整備 既存の公民館，市民活動支援センターでの活動を支援 

②推進条例制定・都市宣言実施 平成21年3月 都市宣言，同年4月 条例施行 

③庁内組織の強化，担当部署の設置 各課に男女共同参画推進会議検討会委員を設置 

④相談窓口の整備 引き続き検討している 

⑤推進委員会による，市の取組に対する定期的な評価 計画上の事業に関する実施状況の年次報告により評価 

⑥多様な学習機会と情報の提供 セミナー等の実施，広報記事，ＨＰにより情報提供 
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６．前期実施計画における関連する主な指標の達成状況（平成20年度末） 

基本 

目標 
指 標 項 目 

現 況 値 

（平成16年度） 

目 標 値 

（平成21年度） 
平成20年度 

１ 小学校へのパソコン設置台数（１校あたり） ２０台 ４０台 ２０台 

市職員における女性管理職の占める割合 

（課長以上） 
１４．３％ ２５％（注１） ８．８％ 

女性委員の占める割合が30％を超えている市の

審議会等の割合 
５１．７％ １００％ ４４．８％ ２ 

もりやいきいきリーダーバンクの登録をしてい

る市民 
５８人 １００人 ６５人 

ＴＭＯ（注２）設置数 ０箇所 １箇所 ０箇所 

認定農業者数 ３４人 ３７人 ３４人 

農業経営法人化数 ２法人 ５法人 ２法人 

女性農業士数 ２人 ３人 ２人 

３ 

家族経営協定締結農家数 ０ ２ ５ 

民間保育施設数 ２箇所 ４箇所 ４箇所 

乳幼児保育室実施数 ２箇所 ０箇所 ３箇所 

幼稚園預かり保育実施数 １箇所 ０箇所 ６箇所 

保育所への入所を待つ児童数 １１３人 ０人 ７５人 

地域子育て支援センター設置数 ３箇所 ５箇所 ３箇所 

ファミリー・サポートセンター登録者数 ３６２人 ８００人 ７９９人 

在宅介護支援センター設置数 ３箇所 ４箇所 ４箇所 

介護老人福祉施設数 １箇所 ２箇所 ２箇所 

障害児 １箇所 ２箇所 １箇所 

知 的 １箇所 ２箇所 １箇所 

デイサービス事業数 

身 体 ２箇所 ３箇所 １箇所 

子ども療育教室設置数 １箇所 １箇所 １箇所 

グループホームの設置数 ３箇所 ３箇所 ３箇所 

４ 

スクールカウンセラーの中学校への配置人数 ４人（注４） ４人 ４人 

（注１）全国市部の状況と比較し，計画策定時に設定した目標値。 

＊守谷市役所においては，人事評価制度導入により，昇任等について男女とも均等な機会を与え

られている。 

（注２）ＴＭＯ：タウンマネージメント機関。中心市街地活性化法に基づき，中心 

    市街地における商業集積の一体的かつ計画的な整備を企画，調整，実施す

る機関。 

（注３）計画策定当時は，幼稚園での時間外保育，乳幼児保育室での保育の実施を

行わず，保育所入所待機児童の解消と合わせて保育施設を増設する方法で対

応することを目指していたため０箇所とした。 

（注４）実人数は２人だが，２校ずつ対応する配置となっているため４人とした。 
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７．今後の課題 

 前期実施計画の進捗状況及び重点課題の取り組み状況等を踏まえて，今後さらな

る推進が必要となる取り組みは次のとおりです。 

 

 ●｢男女共同参画｣に関する理解と意識高揚の促進 

 ●市民による男女共同参画推進のための活動拠点の整備 

 ●男女間における暴力に関する相談窓口の設置 

 ●審議会等への女性委員登用の推進 
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